
（一般会計・労働費）

款 項 目 細目 事業名 所属 頁

5 1 1 1 労働事務費 建設経済部 商工観光課 1

令和元年度事業シート



事業番号 － －

　

（ ）

（ ）

）

） ）

予算科目
(款項目)

5 1 1 令和元年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 労働事務費 事業開始年度 平成16年度

上位施策事業名 求人情報コーナーの機能強化、若年者等の就職活動への支援 担当課名 商工観光課

根拠法令等 係名 商工振興係

事務区分 自治事務 法定受託事務 作成責任者 冨澤　明子

対象者数（全住民に対する割合）

32,789 人 100 ％

直接実施

業務委託 又は 指定管理 委託先又は
指定管理者

R元年度 （予算） Ｈ30年度 （決算） Ｈ29年度 （決算） Ｈ28年度 （決算）

事業費合計 1,586 千円 1,428 千円 1,324 千円 1,299 千円

・臨時職員賃金　1,423,640円

・消耗品費　993円

Ｈ30年度 ・臨時職員健康診断委託料　3,750円

担当正職員 0.1 人 560 千円 0.1 人 560 千円 0.2 人 1,120 千円 人 0 千円

560 千円

臨時職員等 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円

0.2 人 1,120 千円 0.0 人 0 千円

総事業費 2,146 千円 1,988 千円 2,444 千円 1,299 千円

人件費合計 0.1 人 560 千円 0.1 人

千円 千円 千円 千円

国県支出金の内容

地方債 千円 千円 千円 千円

277 千円 1,000 千円 千円 千円

その他特財の内容 ふるさぽーと基金繰入金1,000

一般財源 1,869 千円 988 千円 2,444 千円 1,299 千円

財源合計 2,146 千円 1,988 千円 2,444 千円 1,299 千円

千
円

就職相談会の開催回数

ハローワーク館山及び近隣3市1町による就
職相談会の開催

0
千
円

就職相談会の開催回数

関連事業
（同一目的事業等）

実施の背景

　雇用情勢は緩やかに持ち直しつつある状況ではあるが、本市における観光業、商工業及び医療・介
護・福祉分野等の地域産業の振興施策を積極的に推進するため、雇用の場の創出・拡充を図る必要
がある。

目　的
（何をどうしたいのか）

　国（千葉労働局・ハローワーク館山）との連携による鴨川市ふるさとハローワークの運営に
より、市民に対する職業相談・職業紹介等を実施し雇用機会の創出と市域の労働環境の向上を
図る。また、ハローワーク、千葉県及び近隣市町との連携により職業相談会等を実施し都市部
への人口流出の防止と市内就職率の向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

市民

実施方法

鴨川市ふるさとハローワークの運営 1,424
千
円

ふるさとハローワークの
紹介による就職者数

事業内容（箇条書き） 事業費 活動指標

補助金（ 直接 間接） （補助先 実施主体：

貸付（貸付先： その他（

事
業
概
要

事業内容
（手段、手法など）

コ
ス
ト

財源

内訳

事
業
費

事業費内訳

人
件
費

国県支出金

その他特財

ハローワーク館山及びふるさとハローワー
クとの連携による就職相談会の開催

0
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事業番号 － －
予算科目
(款項目)

5 1 1 令和元年度

事業シート（概要説明書）

予算事業名 労働事務費 事業開始年度 平成16年度

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ30年度 Ｈ29年度 Ｈ28年度

ふるさとハローワークの紹介による就職
者数

人 375 644 264 644 388 645

若年者等を対象とした就職相談会等の開催回
数 回 3 3 3 3 2 3

単位当たりコスト 総事業費 ／
ふるさとハロー
ワークの紹介によ
る就職者数

円 5,301 5,015 3,312

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ30年度 Ｈ29年度 Ｈ28年度

　本事業の目的である雇用の創出、拡充による就職率の向上に係る成果として、ふる
さとハローワークの紹介による就職者数（延べ数）を設定する。

ふるさとハローワークの紹介による就職者数
（延べ数・計画期間内の累計） 人 1,421/1,934 1,046/1,934 782/1,290

若年者等を対象とした就職相談会等の開催回
数（計画期間内の累計） 回 8/3 5/3 2/3

/ / /

　　不要・凍結         国・県・広域が実施 　　 要改善 現行どおり・拡充

事
業
の
自
己
評
価

自己評価
（担当課による評価）

比較参考値
（他自治体での類似
事業の例など）

特記事項

事
業
実
績

活動実績

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

成果
（目標達成状況）

今後の事業の
方向性、課題等

　少子高齢化による産業人口の減少と、都市部への就職による人口流出に歯止めをか
けるため、今後も安房地区３市１町等と連携し地元企業への就職を推進する。
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